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Cost sharing in the Polluter Pays Principle
-Policy diﬀ erence between "payment" and "expense"-



















































（１）OECD の「汚染者支払い原則（PPP：Polluter Pays Principle）（4）」















































に関する環境責任（ELD：environmental liability with regard to the 
prevention and remedying of environmental damage）』が採択された。
当該規定には、OECDの PPP に基づく枠組みが規定されている。OECD
の PPP の考えは、EU運営条約（TFEU：Treaty on the Functioning of 






































































































































































































































い。」のである。1972年の OECDの PPP の考え方もこれが基本となって
いる。
（３）汚染者負担の原則の考え方　
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OECD［1992］  “THE POLLUTER-PAYS PRINCIPLE OECD Anal-
yses and Recommendations ENVIRONMENT DIREC-
TORATE”














（７） 　OECD 1992 “THE POLLUTER-PAYS PRINCIPLE  OECD Analy-
ses and Recommendations ENVIRONMENT DIRECTORATE”では、
1972－1974年の勧告について、「the Polluter-Pays Principle means that 
the polluter should bear the “costs of pollution prevention and control 
measures”」（「汚染の予防と対策のコスト」は汚染者が負担する）とし
ている。
（８） 　同上“1. The PPP, an economic principle  a) Pollution prevention and 
control costs”参照。倉阪［2008］pp.114－115. 参照。

















































































［1992］“1. The PPP, an economic principle　d) Inclusion of accidental 
pollution”も参照されたい。
（39） 　例えば、環境基本法（平成５年法律第91号）から 2012年、放射性物
質適用除外規定（第13条）が削除された。同様に、放射性物質適用除外
規定が削除された法律がある。それが大気汚染防止法（昭和43年法律第
97号）、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和45年法律第
136号）、水質汚濁防止法（昭和45 年法律第138 号）、環境影響評価法（平
成９年法律第81号）である。しかし、放射性物質による環境の汚染の
防止に係る措置を適用除外とする旨の規定を有している個別環境法 は
まだある。環境省『環境基本法の改正を踏まえた放射性物質の適用除外
規定に係る環境法令の整備について』（中央環境審議会意見具申）によ
れば「廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び廃棄物関連諸法（資源の
有効な利用の促進に関する法律、容器包装に係る 分別収集及び再商品
化の促進等に関する法律等）、土壌汚染対策法 上記環境個別法について
は、特措法の附則において、施行後３年後の施行状況についての検討
及び関係法律の見直しを含めた検討を規定していることも踏まえ、特
措法施行状況についての検討時に併せて検討していくことが必要であ
る」として放射性物質適用除外規定の扱いは検討事項とされた。さらに、
予防原則との関係では、原子力発電所の再稼動に対する運転差止め仮
処分への裁判所の判断基準との検討なども必要であろう。
（40） 　汚染除去等に掛かる費用の負担分担によって、金銭的責任分担は明
確化されたが、法律的な責任分担の問題は別である。法的責任につい
ては、毎日新聞2017.4.10付夕刊で、放射能汚染に罰則を科す法制度「放
射能汚染防止法」の制定を目指す運動について紹介している。
